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第一章 総則 

 

１ 居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護・自立生活援助 

（１）基準の性格について 

   「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準(平成 18 年厚生労

働省令 171 号)」、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例」、（以下、「基準」という。）は、指定障害福祉サービス事業者等が

法に規定する便宜を適切に実施するため、必要な最低限度の基準を定めたもので

あり、指定障害福祉サービス事業者等は、常にその運営の向上に努めなければな

らない。 

 

（２）基準違反に対する指導監督及び指定の取消しについて 

  ・ 指定障害福祉サービスを行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満

たさない場合には、指定障害福祉サービス事業者等の指定等又は更新を受けら

れない。 

  ・ 基準に違反することが明らかになった場合には、知事は、①相当の期間を定

めて基準を遵守するよう勧告を行い、②相当の期間内に勧告に従わなかったと

きは、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告に対する対応等を公表し、③正

当な理由がなく、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、相当の期限を定

めて当該勧告に係る措置を採るよう命令することができる。 

  ・ 指定障害福祉サービス事業者等が③の命令に従わない場合には、知事は、当

該指定等を取り消すこと、又は取り消しを行う前に相当の期間を定めて指定の

全部若しくは一部の効力を停止すること(不適正なサービスが行われているこ

とが判明した場合、当該サービスに係る介護給付費等の請求を停止させるこ

と)ができる。 

  ・ ただし、知事は、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなく

なったものとして、直ちに指定等を取り消すこと又は指定等の全部もしくは一

部の効力を停止することができる。 

ア 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反

したとき 

① 指定障害福祉サービス又は基準該当障害福祉サービス(以下「指定障害

福祉サービス等」という。)の提供に際して利用者が負担すべき額の支払

いを適正に受けなかったとき 

② 一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者若しくは他の 

障害福祉サービスの事業を行う者又はその従業者に対し、利用者又はその

家族に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの代償とし

て、金品その他の財産上の利益を供与したとき 
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③ 一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者若しくは他の 

障害福祉サービスの事業を行う者又はその従業者から、利用者又はその家

族に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの代表として、

金品その他の財産上の利益を収受したとき 

イ 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

ウ その他ア及びイに準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 

 

（３）事業者の一般原則について 

  ・ 自立生活援助事業所は、利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏

まえた計画(以下「個別支援計画」という。)を作成し、これに基づき利用者に

対して指定障害福祉サービスを提供するとともに、その効果について継続的な

評価を実施することその他の措置を講ずることにより利用者に対して適切か

つ効果的に指定障害福祉サービスを提供しなければならない。 

  ・ 指定障害福祉サービス事業者は、利用は又は障害児の保護者の意思及び人格

を尊重して、常に当該利用者又は障害児の保護者の立場に立った指定障害福祉

サービスの提供に努めなければならない。 

  ・ 指定障害福祉サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措

置を講じなければならない。 

 

２ 一般相談支援(地域移行支援・地域定着支援) 

（１）基準の性格について 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 51 条の 23 第

1 項及び 2 項の規定に基づく「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準」（以

下「基準」という。）は、指定地域相談支援の事業がその目的を達成するため、必

要な最低限度の基準を定めたものであり、指定一般相談支援事業者は、常にその

事業の運営の向上に努めなければならない。 

 

（２）基準違反に対する指導監督及び指定の取消しについて 

  ・ 指定一般相談支援事業者が満たすべき基準を満たさない場合には、指定一般

相談支援事業者の指定を受けられない。 

  ・ また、運営開始後、基準に違反することが明らかになった場合は、都道府県

知事の指導等の対象となり、この指導等に従わない場合には、当該指定を取り

消すことができる。 
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第二章 新規指定申請について 

 

１ 新規指定申請手続きの流れ 

 

（参考）手続きフロー図 

 

  

例 手続き等の内容

①事業所等から市町村への事前相談
 （事業計画書等により相談） ○ ○

②事業所等で事業計画書の作成 ○

４か月前 月末まで 9/30
③事業所等から県へ事業計画書の提出
 （ちば電子申請システムによる） ○ ○

25日まで 10/25
④県による事業計画書の確認
　県から事業所等へ補正依頼 ○ ○

25日から 10/25 ⑤事業所等から県へ指定申請等の書類の提出 ○ ○

10日まで 11/10 ⑥県から市町村へ事業所情報を通知 ○ ○

⑦市町村から県へ指定等に係る意見書の提出 ○ ○

11/30
⑧県による指定申請等の確認
　県から事業所等へ補正依頼 ○ ○

１か月前 月末まで 12/31
⑨県における審査
　１日付けで指定・通知 ○ ○

事業開始 １日 1/1 ○

３か月前

２か月前

月末まで

実施時期 県 事業所等 市町村
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    開所しようとする事業所所在地の市町村に対して、実施する事業の内容等を

説明し、事業内容が当該市町村の障害福祉計画等に整合するか、相談を行って

ください。 

 

 

 

    指定を受ける日の４か月前の月末を目安に提出してください。 

    提出された事業相談シートを県で確認し、補正が必要な場合は対応を依頼し

ます。補正等が必要となった場合、提出期限までに対応してください。 

 

 

 

    指定申請書類については、提出時に対面で事業内容や書類の確認を行います。

来庁の際は予約が必要ですので、事前に連絡をお願いします。 

    初回の相談時点で全ての書類が揃っている必要はありませんが、提出期限ま

でに全ての書類を提出してください。 

    確認した書類に不備等があった場合には補正を依頼します。提出期限までに

補正が完了しない場合、申請を受理できませんので御留意ください。 

    また、指定の前後において現地確認を行う場合は、個別に連絡を行います。 

    なお、申請書の副本は事業所で保管し、申請した内容が確認できるようにし

てください。 

 

   

 

    追加で補正等が必要となった場合には、その都度個別に連絡を行います。 

    補正期日が指示された場合、期日までに補正を完了させてください。 

    審査が完了し、指定基準を満たしていることを確認できたときは、当該事業

所を指定し、事業所番号を付した指定通知書を送付します（指定日は毎月１日）。 

    通知書の再発行は行いませんので、大切に保管してください。 

 

 

  

① 市町村への事前相談（時期：指定日の４～５か月前頃） 

②～④ 事業相談シートの確認（提出期限：指定日３か月前の２５日まで） 

⑤～⑧ 県による申請書類の確認（提出期限：指定日２か月前の月末まで） 

⑨ 審査・指定（約１か月間） 
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２ 各サービスの指定基準等について 

（１）居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護 

  ① サービスの概要 

   ○ 居宅介護 

     障害者等につき、居宅にて入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯  

及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般に

わたる援助を行う。 

   ○ 重度訪問介護 

     重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上

著しい困難を有する障害者であって、常時介護を要する者につき、居宅に 

おいて入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに

生活等に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助並びに外出時

における移動中の介護を総合的に行うとともに、病院等に入院又は入所して

いる障害者に対して意思疎通の支援その他の支援を行う。 

   ○ 同行援護 

     視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等につき、外出時にお

いて、当該障害者等に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動

の援護その他の当該障害者等が外出する際の必要な援助を行う。 

   ○ 行動援護 

     知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等で  

あって常時介護を要するものにつき、当該障害者等が行動する際に生じ得る

危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介護、排せつ 

及び食事等の介護その他の当該障害者等が行動する際の必要な援助を行う。 

 

  ② 各基準の概要 

人 員 従業者 

(ヘルパー) 

・常勤換算で２．５以上(介護福祉士、居宅介護職員 

初任者研修課程等の修了者など) 

サービス提供

責任者 

・事業規模に応じて１人以上(管理者の兼務及び常勤

換算も可) 

管理者 ・常勤で、かつ、原則として管理業務に従事する者(管

理業務に支障がない場合は他の職務の兼務可) 

設 備 事務室 ・事業の運営を行うために必要な面積を有する専用の

事務室 

相談室 ・利用申し込みの受付、相談等に対応するための適切

なスペース 

設備・備品等 ・必要な設備及び備品等を確保し、特に、手指を洗浄

するための設備等感染症予防に必要な設備等に 

配慮する。 
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（２）自立生活援助 

  ① サービスの概要 

    居宅において単身等で生活する障害者につき、定期的な巡回訪問又は随時 

通報を受けて行う訪問、相談対応等により、居宅における自立した日常生活を

営む上での各般の問題を把握し、必要な情報の提供及び助言並びに相談、関係

機関との連絡調整等の自立した日常生活を営むために必要な援助を行う。 

 

  ② 各基準の概要 

人 員 

従

業

者 

地域生活 

支援員 

１人以上 

※利用者数２５に対し１人を標準とし、利用者数が

２５又はその端数を増すごとに増員することが

望ましい 

サービス 

管理責任者 

・利用者３０人以下：１人以上 

・利用者３１以上：１人に、利用者数が３０人を  

超えて３０又はその端数を増すごとに１人を  

加えて得た数以上 

管理者 
原則として管理業務に従事するもの 

(管理業務に支障がない場合は他の職務の兼務可) 

設 備 事業を行うために必要な広さの区画を有するとともに、必要な設備

及び備品等を備えること 

 

（３）一般相談支援(地域移行支援・地域定着支援) 

  ① サービスの概要 

   ○ 地域移行支援 

     障害者支援施設等に入所している障害者又は精神科病院に入院している

精神障害者その他の地域における生活に移行するために重点的な支援を 

必要とする者につき、住居の確保その他の地域における生活に移行するため

の活動に関する相談その他の必要な支援を行う。 

   ○ 地域定着支援 

     居宅において単身等で生活する障害者につき、常時の連絡体制を確保し、

障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他必要な支援を行う。 

 

② 各基準の概要 

従業者 ・専従の指定地域移行・地域定着支援従事者(業務に支障がない場合は

他の職務の兼務可)を置くこと 

・指定地域移行・地域定着支援従事者のうち、１人以上は相談支援  

専門員であること 

管理者 原則として管理業務に従事するもの 

(管理業務に支障がない場合は他の職務の兼務可) 
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３ 新規指定に必要な書類のチェックリスト及び主な留意事項について 

（１）居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護 

№ 書類 留意事項 

申

請

書 

指定障害福祉サービス事業所 

指定申請書 

（別紙様式第一号） 

□ 法人の名称や所在地等は、履歴事項全部証明書と一致しているか。 

□ 事業所の所在地は、事業所の建物の登記簿謄本や賃貸借契約書の写し等と一致して

いるか。 

居宅介護・重度訪問介護・同行

援護・行動援護事業所の指定等

に係る記載事項 

（付表１） 

□ 記載事項は、添付している資料の内容と一致しているか。 

□ サービス提供責任者を１人以上配置しているか。 

1 法人の定款の写し 

 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

2 法人の登記簿謄本 

（履歴事項全部証明書） 

□ 共生型事業所の新規申請

の場合 ⇒ 添付不要 

□ 概ね３か月以内に取得した原本が添付されているか。 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

3 

 

●事業所の平面図 

●賃貸借契約書または不動産

登記簿謄本(建物・土地)の写し 

（参考様式１その２） 

□ 共生型事業所の新規申請

の場合 ⇒ 添付不要 

□ 平面図は事務室、相談室等がわかるように作成しているか。 

□ 相談室は間仕切り等が設けられているか。 

□ 運営に必要な設備はあるか。 

□ 賃貸の場合、賃貸借契約書の写しが添付されているか。 

□ 賃貸の場合、賃料は収支予算書に反映されているか。 

□ 自己所有の場合、建物及び土地の登記簿謄本の写しが添付されているか。 

4 事業所の写真 

（参考様式１その２別紙） 

□ 事業所の外観、各部屋の写真は添付されているか。 

□ 備品等の写真は添付されているか。 

5 設備・備品等一覧表 

（参考様式２） 

□ 支援に必要な備品及び防災設備等が記載されているか。 

6 管理者の経歴書 

（参考様式３） 

□ 共生型事業所の新規申請

の場合 ⇒ 添付不要 

□ 常勤で配置されているか（業務に支障がない場合は他の職種との兼務可）。 

7 サービス提供責任者の経歴書 

資格証の写し、実務経験証明書 

（参考様式３、４） 

□ 共生型事業所の新規申請

の場合 ⇒ 添付不要 

□ 資格証・研修の修了証等の写しが添付されているか。 

■ 実務経験証明書は以下を全て満たすものとなっているか。 

□ 代表者の押印、もしくは代表者・作成担当者が記載されているか。 

□ 必要な年数及び日数の証明がされているか。（必要に応じて複数枚添付すること） 

□ 実務経験証明書の従事業務の内容・経験年数は、実務経験として認められる施設等 

での相談支援又は直接支援となっているか。 

（注）実施するサービスによっては、実務経験証明書の省略可。 

（注）資格証等記載の氏名が婚姻等により変更となっている場合、運転免許証や 

戸籍抄本の写し等、変更が証明できる公的書類の写しを添付すること 

（以下、従業者等も共通）。 
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8 従業者等の勤務体制及び勤務

形態一覧表・全ての従業者の資

格証等の写し、実務経験証明書 

（参考様式５－２、４） 

□ 常勤換算の計算に誤りはないか。 

□ 従業者数は常勤換算数で 2.5 人以上か。 

□ 常勤・非常勤、専従・兼務の区分に誤りはないか。 

□ 資格証・研修の修了証書等の写しが添付されているか。 

■ 実務経験証明書は以下を全て満たすものとなっているか。 

□ 代表者の押印、もしくは代表者・作成担当者が記載されているか。 

□ 必要な年数及び日数の証明がされているか。（必要に応じて複数枚添付すること） 

□ 実務経験証明書の従事業務の内容・経験年数は、実務経験として認められる施設等 

での相談支援又は直接支援となっているか。 

（注）実施するサービス及び所有する資格によっては、実務経験証明書の省略可。 

9 就業規則 ※作成していない場合、雇用契約書の写し等 

 （注）正規職員１名分の提出のみで可。 

10 組織体制図 

（参考様式７） 

□ 付表の内容と合致しているか。 

11 運営規程 

(記載例参照) 

■ 以下の項目が全て記載されているか。 

 □ 事業の目的  □ 運営の方針  □ 虐待防止に関する事項  

 □ 事業所の名称等  □ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

□ 営業日及び営業時間及びサービス提供日・時間 

□ 居宅介護等を提供する主たる対象者  □居宅介護等の内容 

□ 利用者から受領する費用の額等  □利用者負担額等に係る管理 

□ 通常の事業の実施地域  □ 緊急時等における対応方法  

□ 非常災害対策  □ 苦情解決 

□ 感染症や災害への対応力の強化  □ 身体拘束の適正化 

□ ハラスメント対策  □ その他運営に関する重要事項 

（注）運営規程は「居宅介護・重度訪問介護」「同行援護」「行動援護」で分けて 

作成すること。 

12 利用者又はその家族からの苦

情を解決するために講ずる措

置の概要 

（標準様式２） 

□ 共生型事業所の新規申請 

の場合 ⇒ 添付不要 

□ 苦情解決に至る処理体制が示されているか。 

□ 関係文書について、少なくとも５年間保存する旨が示されているか。 

13 財務諸表 

（資産(財産)目録、決算書等） 

□ 共生型事業所の新規申請 

の場合 ⇒ 添付不要 

□ 直近の会計年度のものが添付されているか。 

□ 決算を迎えていない場合、現金残高が分かる通帳の写しや、借入れの状況が分かる 

書類が添付されているか。（新規設立法人の場合、法人の通帳の写し等で代用可。） 

□ 運営資金は十分に確保されているか。 

14 事業計画書 

（参考様式８－１） 

□ 当該事業の趣旨、市町村における障害福祉サービスの利用者ニーズを踏まえた内容

となっているか。 

15 収支予算書 

（参考様式１３－１） 

□ 指定を受けるサービスごとに指定月から１年間分の収支計画が策定されているか。 

（注）報酬の支払いはサービス提供月の翌々月となります。 

16 損害賠償保険証書の写し 

 

□ 保険の内容は、当該事業所・サービスを補償対象としているか。 

□ 保険の有効期間は、事業開始日を含む期間となっているか。 

（注）証書の発行が間に合わない場合、支払証明書等で代用可。 
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17 指定障害福祉サービスの主た

る対象者を特定する理由等 

（標準様式１） 

□ 対象を特定する場合、その理由が記載されているか。 

（注）運営規程と一致させること。 

（注）サービスごとに作成すること。 

18 誓約書 

（標準様式３、別紙①） 

□ 該当する種別が選択されているか。 

□ 該当する種別の別紙が添付されているか。 

19 介護給付費等算定に係る体制

等に関する届出書一式 

（加算別紙１ 他） 

□ 加算等を算定する場合、必要な書類が添付され、各要件を満たしているか。 

□ 加算を算定する場合、要件を満たしているか。 

□ 減算が適用される場合、減算項目を算定しているか。 

20 その他関係書類 □ 共生型事業所の指定申請の場合、介護保険法に基づく事業所指定通知書の写しを 

添付しているか。 

□ 通院等乗降介助を実施する場合、運輸局等の許認可証の写しを添付しているか。 
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（２）自立生活援助 
№ 書類 留意事項 

申

請

書 

指定障害福祉サービス事業所 

指定申請書 

（別紙様式第一号） 

□ 法人の名称や所在地等は、履歴事項全部証明書と一致しているか。 

□ 事業所の所在地は、事業所の建物の登記簿謄本や賃貸借契約書の写し等と一致して

いるか。 

自立生活援助事業所の指定に

係る記載事項 

（付表１１） 

□ 記載事項は、添付している資料の内容と一致しているか。 

□ サービス管理責任者を配置しているか。 

（別紙）他の事業所又は施設の

従事者と兼務するサービス管

理責任者及び地域生活支援員

について 

□ 該当従業者の氏名等に記載漏れはないか。 

1 法人の定款の写し 

 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

2 法人の登記簿謄本 

（履歴事項全部証明書） 

□ 概ね３か月以内に取得した原本が添付されているか。 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

3 

 

●事業所の平面図 

●賃貸借契約書または不動産

登記簿謄本(建物・土地)の写し 

（参考様式１その２） 

□ 平面図は事務室、相談室等がわかるように作成しているか。 

□ 運営に必要な設備はあるか。 

□ 賃貸の場合、賃貸借契約書の写しが添付されているか。 

□ 賃貸の場合、賃料は収支予算書に反映されているか。 

□ 自己所有の場合、建物及び土地の登記簿謄本の写しが添付されているか。 

4 事業所の写真 

（参考様式１その２ 別紙） 

□ 事業所の外観、各部屋の写真は添付されているか。 

□ 備品等の写真は添付されているか。 

5 設備・備品等一覧表 

（参考様式２） 

□ 支援に必要な備品及び防災設備等が記載されているか。 

6 管理者の経歴書 

（参考様式３） 

□ 原則として管理業務に従事するもの 

（管理業務に支障がない場合は他の職種との兼務可）。 

7 サービス管理責任者の要件確

認書類 

（参考様式３、４） 

 

□ サービス管理責任者実践研修修了証又は更新研修修了証（写）が添付されているか。 

□ 相談支援従事者初任者研修修了証又は現任研修修了証（写）が添付されているか。 

□ 実務経験に係る業務内容は、該当する施設等での業務となっているか。 

■ 実務経験に係る業務期間及び勤務日数は、以下のいずれかを満たしているか。 

□ 国家資格等に基づく３年以上の業務＋３年以上かつ 540 日以上の相談支援・   

直接支援（国家資格等に基づく業務と相談支援等は重複してカウント可） 

□ 資格等＋５年以上かつ 900 日以上の相談支援・直接支援 

□ ８年以上かつ 1,440 日以上の直接支援 

■ 実務経験証明書は以下を全て満たすものとなっているか。 

□ 代表者、作成担当者が記載されているか。 

□ 必要な年数及び日数の証明がされているか。（必要に応じて複数枚添付すること） 

□ 該当の資格等を有している場合、資格証・修了証等（写）が添付されているか。 
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（注）資格証等記載の氏名が婚姻等により変更となっている場合、運転免許証や 

戸籍抄本の写し等、変更が証明できる公的書類の写しを添付すること。 

8 従業者等の勤務体制及び勤務

形態一覧表・全ての従業者の資

格証等の写し 

（参考様式５－２、４） 

□ 常勤換算の計算に誤りはないか。 

□ 常勤・非常勤、専従・兼務の区分に誤りはないか。 

□ 資格証・研修の修了証書等の写しが添付されているか。 

9 就業規則 ※作成していない場合、雇用契約書の写し等 

（注）正規職員１名分の提出のみで可。 

10 組織体制図 

（参考様式７） 

□ 付表の内容と合致しているか。 

11 運営規程 

(記載例参照) 

■ 以下の項目が全て記載されているか。 

 □ 事業の目的  □ 運営の方針   

 □ 事業所の名称等  □ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

□ 営業日及び営業時間及びサービス提供日・時間 

□ 自立生活援助の内容  □ 利用者から受領する費用の額等 

□ 利用者負担額等に係る管理  □ 通常の事業の実施地域 

□ 事業の主たる対象者  □ 虐待防止に関する事項 

□ 緊急時等における対応方法  □ 非常災害対策 

□ 苦情解決  □ 感染症や災害への対応力の強化 

□ 身体拘束の適正化  □ ハラスメント対策 

□ その他運営に関する重要事項 

12 利用者又はその家族からの苦

情を解決するために講ずる措

置の概要 

（標準様式２） 

□ 苦情解決に至る処理体制が示されているか。 

□ 関係文書について、少なくとも５年間保存する旨が示されているか。 

13 財務諸表 

（資産(財産)目録、決算書等） 

□ 直近の会計年度のものが添付されているか。 

□ 決算を迎えていない場合、現金残高が分かる通帳の写しや、借入れの状況が分かる 

書類が添付されているか。（新規設立法人の場合、法人の通帳の写し等で代用可。） 

□ 運営資金は十分に確保されているか。 

14 事業計画書 

（参考様式８－１） 

□ 当該事業の趣旨、市町村における障害福祉サービスの利用者ニーズを踏まえた内容

となっているか。 

15 収支予算書 

（参考様式１３－１） 

□ 指定月から１年間分の収支計画が策定されているか。 

（注）報酬の支払いはサービス提供月の翌々月となります。 

16 損害賠償保険証書の写し 

 

□ 保険の内容は、当該事業所・サービスを補償対象としているか。 

□ 保険の有効期間は、事業開始日を含む期間となっているか。 

（注）証書の発行が間に合わない場合、支払証明書等で代用可。 

17 指定障害福祉サービスの主た

る対象者を特定する理由等 

（標準様式１） 

□ 対象を特定する場合、その理由が記載されているか。 

 （注）運営規程と一致させること。 

18 誓約書 

（標準様式３、別紙①） 

□ 該当する種別が選択されているか。 

□ 該当する種別の別紙が添付されているか。 

19 介護給付費等算定に係る体制

等に関する届出書一式 

（加算別紙１ 他） 

□ 加算等を算定する場合、必要な書類が添付され、各要件を満たしているか。 

□ 加算を算定する場合、要件を満たしているか。 

□ 減算が適用される場合、減算項目を算定しているか。 
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（３）一般相談支援（地域移行支援・地域定着支援） 
№ 書類 留意事項 

申

請

書 

指定障害福祉サービス事業所 

指定申請書 

（別紙様式第一号） 

□ 法人の名称や所在地等は、履歴事項全部証明書と一致しているか。 

□ 事業所の所在地は、事業所の建物の登記簿謄本や賃貸借契約書の写し等と一致して

いるか。 

（別紙）既に指定を受けている

事業等について(同一所在地に

おいて行う事業等) 

□ 事業名、指定年月日等に記載誤りはないか。 

指定一般相談支援事業所の指

定に係る記載事項 

（付表１４） 

□ 記載事項は、添付している資料の内容と一致しているか。 

□ 相談支援専門員を１人以上配置しているか。 

（別紙）他の事業所又は施設の

従事者と兼務する地域移行支

援・地域定着支援に従事する者

について  

□ 該当従業者の氏名等に記載漏れはないか。 

1 法人の定款の写し 

 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

2 法人の登記簿謄本 

（履歴事項全部証明書） 

□ 概ね３か月以内に取得した原本が添付されているか。 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

3 ●事業所の平面図 

●賃貸借契約書または不動産

登記簿謄本(建物・土地)の写し 

（参考様式１その２） 

□ 平面図は事務室、相談室等がわかるように作成しているか。 

□ 相談室は間仕切り等が設けられているか。 

□ 運営に必要な設備はあるか。 

□ 賃貸の場合、賃貸借契約書の写しが添付されているか。 

□ 賃貸の場合、賃料は収支予算書に反映されているか。 

□ 自己所有の場合、建物及び土地の登記簿謄本の写しが添付されているか。 

4 事業所の写真 

（参考様式１その２ 別紙） 

□ 事業所の外観、各部屋の写真は添付されているか。 

□ 備品等の写真は添付されているか。 

5 設備・備品等一覧表 

（参考様式２） 

□ 支援に必要な備品及び防災設備等が記載されているか。 

6 管理者の経歴書 

（参考様式３） 

□ 原則として管理業務に従事するもの 

（管理業務に支障がない場合は他の職種との兼務可）。 

7 相談支援専門員の経歴書、 

要件確認書類 

（参考様式３、４） 

□ 相談支援従事者初任者研修等の修了証の写しが添付されているか。 

（注）現任研修を受講した場合は現任研修の修了証の写しも合わせて添付すること。 

□ その他の資格証・研修の修了証等の写しが添付されているか。 

□ 実務経験証明書は原本が添付されているか。 

□ 実務経験証明書の従事業務の内容・経験年数は、実務経験として認められる施設等 

での相談支援又は直接支援となっているか。 

（参考資料１「相談支援専門員の要件となる実務経験について」を参照） 

（注）資格証等記載の氏名が婚姻等により変更となっている場合、運転免許証や 
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戸籍抄本の写し等、変更が証明できる公的書類の写しを添付すること。 

8 従業者等の勤務体制及び勤務

形態一覧表 

（参考様式５－２） 

□ 常勤換算の計算に誤りはないか。 

□ 常勤・非常勤、専従・兼務の区分に誤りはないか。 

9 就業規則 ※作成していない場合、雇用契約書の写し等 

 （注）正規職員１名分の提出のみで可。 

10 組織体制図 

（参考様式７） 

□ 付表の内容と合致しているか。 

11 運営規程 

(記載例参照) 

■ 以下の項目が全て記載されているか。 

□ 事業の目的  □ 運営の方針  

 □ 従業者の職種、員数及び職務の内容  □ 事業所の名称等 

□ 営業日及び営業時間及びサービス提供日・時間 

 □ 指定一般相談支援の提供方法及び内容 

 □ 利用者から受領する費用の額等 

 □ 地域相談支援給付費の額に係る通知等 

 □ 通常の事業の実施地域 

 □ 地域相談支援を提供する主たる対象者 

□ 虐待防止に関する事項  □ 苦情解決 

 □ 事故発生時の対応  □ 感染症や災害への対応力の強化 

 □ ハラスメント対策  □ その他運営に関する重要事項 

12 利用者又はその家族からの苦

情を解決するために講ずる措

置の概要 

（標準様式２） 

□ 苦情解決に至る処理体制が示されているか。 

□ 関係文書について、少なくとも５年間保存する旨が示されているか。 

13 財務諸表 

（資産(財産)目録、決算書等） 

□ 直近の会計年度のものが添付されているか。 

□ 決算を迎えていない場合、現金残高が分かる通帳の写しや、借入れの状況が分かる 

書類が添付されているか。（新規設立法人の場合、法人の通帳の写し等で代用可。） 

□ 運営資金は十分に確保されているか。 

14 事業計画書 

（参考様式８－１） 

□ 当該事業の趣旨、市町村における障害福祉サービスの利用者ニーズを踏まえた内容

となっているか。 

15 収支予算書 

（参考様式１３－１） 

□ 指定月から１年間分の収支計画が策定されているか。 

（注）報酬の支払いはサービス提供月の翌々月となります。 

16 損害賠償保険証書の写し 

 

□ 保険の内容は、当該事業所・サービスを補償対象としているか。 

□ 保険の有効期間は、事業開始日を含む期間となっているか。 

（注）証書の発行が間に合わない場合、支払証明書等で代用可。 

17 指定障害福祉サービスの主た

る対象者を特定する理由等 

（標準様式１） 

□ 対象を特定する場合、その理由が記載されているか。 

（注）運営規程と一致させること。 

18 誓約書 

（標準様式３、別紙③） 

□ 該当する種別が選択されているか。 

□ 該当する種別の別紙が添付されているか。 

19 介護給付費等算定に係る体制

等に関する届出書一式 

（加算別紙１ 他） 

□ 加算等を算定する場合、必要な書類が添付され、各要件を満たしているか。 

□ 加算を算定する場合、要件を満たしているか。 

□ 減算が適用される場合、減算項目を算定しているか。 
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第三章 指定更新申請について 

 

１ 指定更新制度 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の規定により、 

指定事業者は６年ごとに更新を受けなければ、有効期間の満了により指定の効力を

失うことになり、報酬を請求することができなくなります。 

指定の更新を受けるためには、指定更新申請をしていただく必要がありますが、

人員・設備及び運営などの指定基準を満たしていない場合や、申請法人やその役員

等が過去に指定取消処分を受けた場合など、法律上の欠格事由に該当するときには、

指定更新を受けることはできません。 

 

２ 指定の有効期間 

  指定の有効期間は、原則、指定日から６年となります。 

  指定通知書をよく確認の上、指定の有効期間内に指定の更新を受けてください。 

 

３ 指定更新申請の手続き 

（参考）手続きフロー図 

 

（注）事業相談シートについて、県に届出している内容について変更がない場合は、

当該事業相談シートの作成を省略して、既存の資料を用いても構わない。 

（注）事業相談シートの作成を省略した場合であっても、ちば電子申請サービスに 

必要事項を入力すること。 

 

 

 

    更新しようとする事業所所在地の市町村に対して、実施する事業の内容等を

説明し、事業内容が当該市町村の障害福祉計画等に整合するか、相談を行って

ください。 

 

 

例 手続き等の内容

①事業所等から市町村への事前相談
 （事業計画書等により相談） ○ ○

②事業所等で事業計画書の作成 ○

４か月前 月末まで 9/30
③事業所等から県へ事業計画書の提出
 （ちば電子申請システムによる） ○ ○

25日まで 10/25
④県による事業計画書の確認
　県から事業所等へ補正依頼 ○ ○

25日から 10/25 ⑤事業所等から県へ指定申請等の書類の提出 ○ ○

10日まで 11/10 ⑥県から市町村へ事業所情報を通知 ○ ○

⑦市町村から県へ指定等に係る意見書の提出 ○ ○

11/30
⑧県による指定申請等の確認
　県から事業所等へ補正依頼 ○ ○

１か月前 月末まで 12/31
⑨県における審査
　１日付けで指定・通知 ○ ○

事業開始 １日 1/1 ○

３か月前

２か月前

月末まで

実施時期 県 事業所等 市町村

① 市町村への事前相談（時期：更新日の４～５か月前頃） 

・更新の申出 
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    更新を受ける日の４か月前の月末を目安に提出してください。 

    提出された事業相談シートを県で確認し、補正が必要な場合は対応を依頼し

ます。補正等が必要となった場合、提出期限までに対応してください。 

 

 

 

    更新日２か月前の月末までに必要な書類を提出してください。受付期間を過

ぎた場合、更新ができなくなります。 

    提出は、千葉県ホームページに掲載しているちば電子申請サービスのフォー

ム又は郵送で行ってください。 

    なお、申請書の副本は事業所で保管し、申請した内容が確認できるようにし

てください。 

    指定更新を行わない場合は、廃止届出書を廃止する日の１か月前までに提出

してください。 

 

   

 

    審査が完了し、指定基準を満たしていることを確認できたときは、指定を更

新し、指定更新通知書を送付します。 

    新たな指定有効期間の始期は、原則、前回の指定有効期間満了日の翌日です。 

    なお、通知書の再発行は行いませんので、大切に保管してください。 

 

 

４ 指定更新に当たっての注意事項 

・ 千葉市、船橋市及び柏市、我孫子市所在の事業所等の指定更新の手続きは各市

で行います(※我孫子市所在の自立生活援助のみ、県が行います。)。 

 ・ 指定更新手続きを完了した事業者には、指定更新通知書を発送いたします。 

 ・ 更新申請の受付期間を過ぎると、原則として、更新はできません。 

・ 更新ができなかった場合、新たに新規で指定を受ける必要があります。指定を

受けていない期間については、サービスを提供しても介護給付費等を請求できな

くなります。また、遡及して請求することもできません。 

・ 指定更新の手続きは事業者の責任で実施していただきます。事前に県から連絡

を差し上げることは、原則として行っておりません。  

②～④ 事業相談シートの確認（提出期限：更新日４か月前の月末まで） 

⑤～⑧ 県による申請書類の確認（提出期限：更新日２か月前の月末まで） 

⑨ 審査・指定（約１か月間） 
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５ 指定更新に必要な書類のチェックリスト及び主な留意事項について 

（１）居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護 
№ 書類 留意事項 

申

請

書 

指定障害福祉サービス事業所 

指定申請書 

（別紙様式第一号） 

□ 法人の名称や所在地等は、履歴事項全部証明書と一致しているか。 

□ 事業所の所在地は、事業所の建物の登記簿謄本や賃貸借契約書の写し等と一致して

いるか。 

居宅介護・重度訪問介護・同行

援護・行動援護事業所の指定等

に係る記載事項 

（付表１） 

□ 記載事項は、添付している資料の内容と一致しているか。 

□ サービス提供責任者を１人以上配置しているか。 

1 法人の定款の写し 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

2 法人の登記簿謄本 

（履歴事項全部証明書） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 概ね３か月以内に取得した原本が添付されているか。 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

3 

 

●事業所の平面図 

●賃貸借契約書または不動産

登記簿謄本(建物・土地)の写し 

（参考様式１その２） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 平面図は事務室、相談室等がわかるように作成しているか。 

□ 相談室は間仕切り等が設けられているか。 

□ 運営に必要な設備はあるか。 

□ 賃貸の場合、賃貸借契約書の写しが添付されているか。 

□ 賃貸の場合、賃料は収支予算書に反映されているか。 

□ 自己所有の場合、建物及び土地の登記簿謄本の写しが添付されているか。 

4 事業所の写真 

（参考様式１その２ 別紙） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 事業所の外観、各部屋の写真は添付されているか。 

□ 備品等の写真は添付されているか。 

5 設備・備品等一覧表 

（参考様式２） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 支援に必要な備品及び防災設備等が記載されているか。 

6 管理者の経歴書 

（参考様式３） 

□ 常勤で配置されているか（業務に支障がない場合は他の職種との兼務可）。 

 

7 サービス提供責任者の経歴書 

資格証の写し、実務経験証明書 

（参考様式３、４） 

 

□ 資格証・研修の修了証等の写しが添付されているか。 

■ 実務経験証明書は以下を全て満たすものとなっているか。 

□ 代表者の押印、もしくは代表者・作成担当者が記載されているか。 

□ 必要な年数及び日数の証明がされているか。（必要に応じて複数枚添付すること） 

□ 実務経験証明書の従事業務の内容・経験年数は、実務経験として認められる施設等 

での相談支援又は直接支援となっているか。 

（注）実施するサービスによっては、実務経験証明書の省略可。 

（注）資格証等記載の氏名が婚姻等により変更となっている場合、運転免許証や 

戸籍抄本の写し等、変更が証明できる公的書類の写しを添付すること 
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(以下、従業者等も共通)。 

8 従業者等の勤務体制及び勤務

形態一覧表・全ての従業者の資

格証等の写し、実務経験証明書 

（参考様式５－２、４） 

□ 常勤換算の計算に誤りはないか。 

□ 従業者数は常勤換算数で 2.5 人以上か。 

□ 常勤・非常勤、専従・兼務の区分に誤りはないか。 

□ 資格証・研修の修了証書等の写しが添付されているか。 

■ 実務経験証明書は以下を全て満たすものとなっているか。 

□ 代表者の押印、もしくは代表者・作成担当者が記載されているか。 

□ 必要な年数及び日数の証明がされているか。（必要に応じて複数枚添付すること） 

□ 実務経験証明書の従事業務の内容・経験年数は、実務経験として認められる 

施設等での相談支援又は直接支援となっているか。 

（注）実施するサービス及び所有する資格によっては、実務経験証明書の省略可。 

9 就業規則 ※作成していない場合、雇用契約書の写し等 

（注）正規職員１名分の提出のみで可。 

10 組織体制図 

（参考様式７） 

□ 付表の内容と合致しているか。 

11 運営規程 

(記載例参照) 

■ 以下の項目が全て記載されているか。 

 □ 事業の目的  □ 運営の方針  □ 虐待防止に関する事項  

 □ 事業所の名称等  □ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

□ 営業日及び営業時間及びサービス提供日・時間 

□ 居宅介護等を提供する主たる対象者  □ 居宅介護等の内容 

□ 利用者から受領する費用の額等  □ 利用者負担額等に係る管理 

□ 通常の事業の実施地域  □ 緊急時等における対応方法  

□ 非常災害対策  □ 苦情解決 

□ 感染症や災害への対応力の強化  □ 身体拘束の適正化 

□ ハラスメント対策  □ その他運営に関する重要事項 

（注）運営規程は「居宅介護・重度訪問介護」「同行援護」「行動援護」で分けて 

作成すること。 

12 利用者又はその家族からの苦

情を解決するために講ずる措

置の概要 

（標準様式２） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 苦情解決に至る処理体制が示されているか。 

□ 関係文書について、少なくとも５年間保存する旨が示されているか。 

13 財務諸表 

（資産(財産)目録、決算書等） 

 

□ 直近の会計年度のものが添付されているか。 

□ 決算を迎えていない場合、現金残高が分かる通帳の写しや、借入れの状況が分かる書

類が添付されているか。 

□ 運営資金は十分に確保されているか。 

14 事業計画書 

（参考様式８－１） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

 

 

□ 当該事業の趣旨、市町村における障害福祉サービスの利用者ニーズを踏まえた内容

となっているか。 

15 損害賠償保険証書の写し □ 保険の内容は、当該事業所・サービスを補償対象としているか。 
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□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 保険の有効期間は、事業開始日を含む期間となっているか。 

（注）証書の発行が間に合わない場合、支払証明書等で代用可。 

16 指定障害福祉サービスの主た

る対象者を特定する理由等 

（標準様式１） 

□ 対象を特定する場合、その理由が記載されているか。 

（注）運営規程と一致させること。 

（注）サービスごとに作成すること。 

17 誓約書 

（標準様式３、別紙①） 

□ 該当する種別が選択されているか。 

□ 該当する種別の別紙が添付されているか。 

18 介護給付費等算定に係る体制

等に関する届出書一式 

（加算別紙１ 他） 

□ 加算等を算定する場合、必要な書類が添付され、各要件を満たしているか。 

□ 加算を算定する場合、要件を満たしているか。 

□ 減算が適用される場合、減算項目を算定しているか。 

19 その他関係書類 □ 共生型事業所の指定更新の場合、介護保険法に基づく事業所指定通知書の写しを 

添付しているか。 

□ 通院等乗降介助を実施する場合、運輸局等の許認可証の写しを添付しているか。 
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（２）自立生活援助 
№ 書類 留意事項 

申

請

書 

指定障害福祉サービス事業所 

指定申請書 

（別紙様式第一号） 

□ 法人の名称や所在地等は、履歴事項全部証明書と一致しているか。 

□ 事業所の所在地は、事業所の建物の登記簿謄本や賃貸借契約書の写し等と一致して

いるか。 

自立生活援助事業所の指定に

係る記載事項 

（付表１１） 

□ 記載事項は、添付している資料の内容と一致しているか。 

□ サービス管理責任者を配置しているか。 

（別紙）他の事業所又は施設の

従事者と兼務するサービス管

理責任者及び地域生活支援員

について 

□ 該当従業者の氏名等に記載漏れはないか。 

1 法人の定款の写し 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

2 法人の登記簿謄本 

（履歴事項全部証明書） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 概ね３か月以内に取得した原本が添付されているか。 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

3 

 

●事業所の平面図 

●賃貸借契約書または不動産

登記簿謄本(建物・土地)の写し 

（参考様式１その２） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 平面図は事務室、相談室等がわかるように作成しているか。 

□ 相談室は間仕切り等が設けられているか。 

□ 運営に必要な設備はあるか。 

□ 賃貸の場合、賃貸借契約書の写しが添付されているか。 

□ 賃貸の場合、賃料は収支予算書に反映されているか。 

□ 自己所有の場合、建物及び土地の登記簿謄本の写しが添付されているか。 

4 事業所の写真 

（参考様式１その２ 別紙） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 事業所の外観、各部屋の写真は添付されているか。 

□ 備品等の写真は添付されているか。 

5 設備・備品等一覧表 

（参考様式２） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 支援に必要な備品及び防災設備等が記載されているか。 

6 管理者の経歴書 

（参考様式３） 

□ 原則として管理業務に従事するもの 

（管理業務に支障がない場合は他の職種との兼務可）。 

7 サービス管理責任者の要件確

認書類 

（参考様式３、４） 

 

※右記留意事項は者指定班分 

手引きの内容を引用 

□ サービス管理責任者実践研修修了証又は更新研修修了証（写）が添付されているか。 

□ 相談支援従事者初任者研修修了証又は現任研修修了証（写）が添付されているか。 

□ 実務経験に係る業務内容は、該当する施設等での業務となっているか。 

■ 実務経験に係る業務期間及び勤務日数は、以下のいずれかを満たしているか。 

□ 国家資格等に基づく３年以上の業務＋３年以上かつ 540 日以上の相談支援・  

直接支援（国家資格等に基づく業務と相談支援等は重複してカウント可） 

□ 資格等＋５年以上かつ 900 日以上の相談支援・直接支援 
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□ ８年以上かつ 1,440 日以上の直接支援 

■ 実務経験証明書は以下を全て満たすものとなっているか。 

□ 代表者、作成担当者が記載されているか。 

□ 必要な年数及び日数の証明がされているか。（必要に応じて複数枚添付すること） 

□ 該当の資格等を有している場合、資格証・修了証等（写）が添付されているか。 

（注）資格証等記載の氏名が婚姻等により変更となっている場合、運転免許証や 

戸籍抄本の写し等、変更が証明できる公的書類の写しを添付すること。 

8 従業者等の勤務体制及び勤務

形態一覧表・全ての従業者の資

格証等の写し 

（参考様式５－２、４） 

□ 常勤換算の計算に誤りはないか。 

□ 常勤・非常勤、専従・兼務の区分に誤りはないか。 

□ 資格証・研修の修了証書等の写しが添付されているか。 

9 就業規則 ※作成していない場合、雇用契約書の写し等 

（注）正規職員１名分の提出のみで可。 

10 組織体制図 

（参考様式７） 

□ 付表の内容と合致しているか。 

11 運営規程 

(記載例参照) 

■ 以下の項目が全て記載されているか。 

 □ 事業の目的  □ 運営の方針   

 □ 事業所の名称等  □ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

□ 営業日及び営業時間及びサービス提供日・時間 

□ 自立生活援助の内容  □ 利用者から受領する費用の額等 

□ 利用者負担額等に係る管理  □ 通常の事業の実施地域 

□ 事業の主たる対象者  □ 虐待防止に関する事項 

□ 緊急時等における対応方法  □ 非常災害対策 

□ 苦情解決  □ 感染症や災害への対応力の強化 

□ 身体拘束の適正化  □ ハラスメント対策 

□ その他運営に関する重要事項 

12 利用者又はその家族からの苦

情を解決するために講ずる措

置の概要 

（標準様式２） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 苦情解決に至る処理体制が示されているか。 

□ 関係文書について、少なくとも５年間保存する旨が示されているか。 

13 財務諸表 

（資産(財産)目録、決算書等） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 直近の会計年度のものが添付されているか。 

□ 決算を迎えていない場合、現金残高が分かる通帳の写しや、借入れの状況が分かる 

書類が添付されているか。 

□ 運営資金は十分に確保されているか。 

14 事業計画書 

（参考様式８－１） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 当該事業の趣旨、市町村における障害福祉サービスの利用者ニーズを踏まえた内容

となっているか。 

15 損害賠償保険証書の写し 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

 

□ 保険の内容は、当該事業所・サービスを補償対象としているか。 

□ 保険の有効期間は、事業開始日を含む期間となっているか。 

（注）証書の発行が間に合わない場合、支払証明書等で代用可。 
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16 指定障害福祉サービスの主た

る対象者を特定する理由等 

（標準様式１） 

□ 対象を特定する場合、その理由が記載されているか。 

（注）運営規程と一致させること。 

17 誓約書 

（標準様式３、別紙①） 

□ 該当する種別が選択されているか。 

□ 該当する種別の別紙が添付されているか。 

18 介護給付費等算定に係る体制

等に関する届出書一式 

（加算別紙１ 他） 

□ 加算等を算定する場合、必要な書類が添付され、各要件を満たしているか。 

□ 加算を算定する場合、要件を満たしているか。 

□ 減算が適用される場合、減算項目を算定しているか。 
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（３）一般相談支援（地域移行支援・地域定着支援） 
№ 書類 留意事項 

申

請

書 

指定障害福祉サービス事業所 

指定申請書 

（別紙様式第一号） 

□ 法人の名称や所在地等は、履歴事項全部証明書と一致しているか。 

□ 事業所の所在地は、事業所の建物の登記簿謄本や賃貸借契約書の写し等と一致して

いるか。 

（別紙）既に指定を受けている

事業等について(同一所在地に

おいて行う事業等) 

□事業名、指定年月日等に記載誤りはないか。 

指定一般相談支援事業所の指

定に係る記載事項 

（付表１４） 

□ 記載事項は、添付している資料の内容と一致しているか。 

□ 相談支援専門員を１人以上配置しているか。 

（別紙）他の事業所又は施設の

従事者と兼務する地域移行支

援・地域定着支援に従事する者

について  

□ 該当従業者の氏名等に記載漏れはないか。 

1 法人の定款の写し 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

2 法人の登記簿謄本 

（履歴事項全部証明書） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 概ね３か月以内に取得した原本が添付されているか。 

■ 事業の目的に以下のいずれかの記載があるか。 

 □ 社会福祉法人   ⇒ 第二種社会福祉事業 障害福祉サービス事業の経営 

 □ 社会福祉法人以外 ⇒ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律に基づく障害福祉サービス事業 

3 ●事業所の平面図 

●賃貸借契約書または不動産

登記簿謄本(建物・土地)の写し 

（参考様式１その２） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 平面図は事務室、相談室等がわかるように作成しているか。 

□ 相談室は間仕切り等が設けられているか。 

□ 運営に必要な設備はあるか。 

□ 賃貸の場合、賃貸借契約書の写しが添付されているか。 

□ 賃貸の場合、賃料は収支予算書に反映されているか。 

□ 自己所有の場合、建物及び土地の登記簿謄本の写しが添付されているか。 

4 事業所の写真 

（参考様式１その２ 別紙） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 事業所の外観、各部屋の写真は添付されているか。 

□ 備品等の写真は添付されているか。 

5 設備・備品等一覧表 

（参考様式２） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 支援に必要な備品及び防災設備等が記載されているか。 

6 管理者の経歴書 

（参考様式３） 

□ 原則として管理業務に従事するもの 

（管理業務に支障がない場合は他の職種との兼務可）。 

7 相談支援専門員の経歴書 

（参考様式３、４） 

□ 相談支援従事者初任者研修等の修了証の写しが添付されているか。 

(注)現任研修を受講した場合は現任研修の修了証の写しも合わせて添付すること。 

□ その他の資格証・研修の修了証等の写しが添付されているか。 

□ 実務経験証明書は原本が添付されているか。 
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□ 実務経験証明書の従事業務の内容・経験年数は、実務経験として認められる施設等で

の相談支援又は直接支援となっているか。 

（ 参考資料１「相談支援専門員の要件となる実務経験について」を参照） 

（注）資格証等記載の氏名が婚姻等により変更となっている場合、運転免許証や 

戸籍抄本の写し等、変更が証明できる公的書類の写しを添付すること。 

8 従業者等の勤務体制及び勤務

形態一覧表 

（参考様式５－２） 

□ 常勤換算の計算に誤りはないか。 

□ 常勤・非常勤、専従・兼務の区分に誤りはないか。 

9 就業規則 ※作成していない場合、雇用契約書の写し等 

（注）正規職員１名分の提出のみで可。 

10 組織体制図 

（参考様式７） 

□ 付表の内容と合致しているか。 

11 運営規程 

(記載例参照) 

■ 以下の項目が全て記載されているか。 

□ 事業の目的  □ 運営の方針  

 □ 従業者の職種、員数及び職務の内容  □ 事業所の名称等 

□ 営業日及び営業時間及びサービス提供日・時間 

 □ 指定一般相談支援の提供方法及び内容 

 □ 利用者から受領する費用の額等 

 □ 地域相談支援給付費の額に係る通知等 

 □ 通常の事業の実施地域 

 □ 地域相談支援を提供する主たる対象者 

□ 虐待防止に関する事項  □ 苦情解決 

 □ 事故発生時の対応  □ 感染症や災害への対応力の強化 

 □ ハラスメント対策  □ その他運営に関する重要事項 

12 利用者又はその家族からの苦

情を解決するために講ずる措

置の概要 

（標準様式２） 

□ 苦情解決に至る処理体制が示されているか。 

□ 関係文書について、少なくとも５年間保存する旨が示されているか。 

13 財務諸表 

（資産(財産)目録、決算書等） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 直近の会計年度のものが添付されているか。 

□ 決算を迎えていない場合、現金残高が分かる通帳の写しや、借入れの状況が分かる 

書類が添付されているか。 

□ 運営資金は十分に確保されているか。 

14 事業計画書 

（参考様式８－１） 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 当該事業の趣旨、市町村における障害福祉サービスの利用者ニーズを踏まえた内容

となっているか。 

15 損害賠償保険証書の写し 

□ 届出内容に変更がない 

⇒ 添付不要 

□ 保険の内容は、当該事業所・サービスを補償対象としているか。 

□ 保険の有効期間は、事業開始日を含む期間となっているか。 

（注）証書の発行が間に合わない場合、支払証明書等で代用可。 

16 指定障害福祉サービスの主た

る対象者を特定する理由等 

（標準様式１） 

□ 対象を特定する場合、その理由が記載されているか。 

（注）運営規程と一致させること。 

17 誓約書 

（標準様式３、別紙③） 

□ 該当する種別が選択されているか。 

□ 該当する種別の別紙が添付されているか。 
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18 介護給付費等算定に係る体制

等に関する届出書一式 

（加算別紙１ 他） 

□ 加算等を算定する場合、必要な書類が添付され、各要件を満たしているか。 

□ 加算を算定する場合、要件を満たしているか。 

□ 減算が適用される場合、減算項目を算定しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



26 

 



27 

第四章 変更届について 

   

障害者総合支援法第４６条に基づき、指定障害福祉サービス事業所の名称及び  

所在地その他施行規則に定める事項に変更があったときは、１０日以内にその旨を 

届け出る必要があります。 

 

１ 提出方法 

  郵送による提出 

 

２ 提出時期 

  変更後１０日以内 

 

３ 届出事項と必要な書類 
届出事項 必要書類 備考 

事業所（施設）の名称 □ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 付表（サービスごとに指定された付表） 

□ 運営規程 

 

事業所（施設）の所在地（設置

場所） 

□ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 付表（サービスごとに指定された付表） 

□ 事業所（施設）の平面図（参考様式１） 

□ 設備・備品等一覧（参考様式２） 

□ 事業所の写真（参考様式１） 

□ 事業所（施設）の賃貸借契約書（自己所有の場合は建物登記簿謄本

（原本）） 

□ 運営規程 

 

事業所（施設）の連絡先 □ 変更届（別紙様式第二号） 「変更の内

容」に記載 

申請者（設置者・法人）の名称 □ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 法人の履歴事項全部証明書（登記簿謄本）の原本 

 

申請者（設置者）の主たる事業

所の所在地 

□ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 法人の履歴事項全部証明書（登記簿謄本）の原本 

 

申請者（設置者）の主たる事業

所の連絡先 

□ 変更届（別紙様式第二号） 

 

「変更の内

容」に記載 

申請者（設置者）の代表者の氏

名、生年月日、住所、職名等 

□ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 法人の履歴事項全部証明書（登記簿謄本）の原本 

□ 誓約書（標準様式３、別紙①） 

 

申請者（設置者）の役員の氏名、

生年月日、住所、職名等 

□ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 法人の履歴事項全部証明書（登記簿謄本）の原本 

□ 誓約書（標準様式３、別紙①） 

 

定款・寄付行為等及びその登記

事項証明書（当該指定に係る事

業に関するものに限る） 

□ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 定款等の写し 

□ 法人の履歴事項全部証明書（登記簿謄本）の原本 

 

事業所（施設）の平面図 □ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 事業所（施設）の平面図（参考様式１） 
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□ 設備・備品等一覧（参考様式２） 

□ 事業所の写真（参考様式１） 

事業所（施設）の管理者の氏名、

生年月日、住所、経歴等 

□ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 付表（サービスごとに指定された付表） 

□ 管理者の経歴書（参考様式３） 

□ 研修の修了証、資格証の写し 

□ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（参考様式５－２） 

□ 誓約書（標準様式３、別紙①） 

 

事業所（施設）のサービス提供

責任者の氏名、生年月日、住所、

経歴等 

□ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 付表（サービスごとに指定された付表） 

□ サービス提供責任者の経歴書（参考様式３） 

□ 研修の修了証、資格証の写し 

□ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（参考様式５－２） 

□ 実務経験証明書（参考様式４） 

（注）実施するサービス及び所有する資格によっては、実務経験証明書

の省略可。 

（注）資格証等記載の氏名が婚姻等により変更となっている場合、運転

免許証や戸籍抄本の写し等、変更が証明できる公的書類の写しを

添付すること(以下、サービス管理責任者等も共通)。 

 

事業所（施設）のサービス管理

責任者の氏名、生年月日、住所、

経歴等 

□ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 付表（サービスごとに指定された付表） 

□ サービス管理責任者の経歴書（参考様式３） 

□ 実務経験証明書（参考様式４） 

□ 相談支援従事者研修修了証の写し 

□ サービス管理責任者研修修了証の写し 

（注）平成 30 年度までに受講した場合は更新研修の、令和元年度(平成

31 年度)から 

令和 3 年度までに受講した場合は実践研修の修了証の写しも合わせ

て添付すること。 

□ その他研修、資格証の写し 

□ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（参考様式５－２） 

 

事業所（施設）の相談支援専門

員の氏名、生年月日、住所、経

歴等 

□ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 付表（サービスごとに指定された付表） 

□ 相談支援専門員の経歴書（参考様式３） 

□ 実務経験証明書（参考様式４） 

□ 相談支援従事者研修修了証の写し 

□ その他研修の修了証、資格証の写し 

□ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（参考様式５－２） 

 

主たる対象者 □ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 運営規程 

□ 指定障害福祉サービスの主たる対象者を特定する理由（標準様式１） 

 

運営規程 □ 変更届（別紙様式第二号） 

□ 運営規程 
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第五章 介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書（体制届）について 

 

１ 届出の概要 

 サービスの種類及び人員配置やサービス提供の形態等の体制内容により、算定 

される報酬額が異なることから、当該体制の状況や各種加算等の算定要件等を確認

するため、介護給付費等の算定に当たって事前に届出が必要と報酬告示で定められ

ている事項、支払審査機関や市町村における審査・請求の上で必要な事項等につい

て届出が必要です。 

新たに指定を受ける場合や指定を受けた後、体制届の内容に変更が生じた場合

（新たに加算を算定する、または、加算を算定しなくなった場合など）は届出が  

必要です。 

 

２ 届出を提出する時期 

（１）新規に事業の指定を受ける場合 

   指定申請書の提出と同時に提出してください。 

 （注）処遇改善加算を初めて申請する際は、サービス開始日の前々月末まで 

 

（２）届け出ている内容を変更する場合 

   変更する月の前月１５日までに提出してください。 

 

（３）提出方法 

（１）の場合は、来庁により新規指定書類と一緒に提出してください。 

（２）の場合は、郵送による提出 

   

（４）提出書類 

  ① 介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書（加算別紙１） 

  ② 介護給付費等算定に係る体制等状況一覧表（別紙１－１） 

  ③ 加算等の種類により提出が求められる別紙及び添付資料（介護給付費等算定

に係る体制等状況一覧表の「提出様式及び添付資料」欄を確認） 
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第六章 問い合わせ先等について 

 

 

１ 各種様式の掲載箇所について 

手続きに必要な各種様式は、以下のアドレスからダウンロードして使用してくだ

さい。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 問い合わせ先 

   千葉県 健康福祉部 障害福祉事業課 地域生活支援班 

   〒２６０－８６６７ 

    千葉県千葉市中央区市場町１－１ 

   電 話：０４３－２２３－２３３５ 

   ＦＡＸ：０４３－２２２－４１３３ 

   メール：syohuk_chiiki@mz.pref.chiba.lg.jp 

 

○ 指定・更新・変更に関する各種様式 

 

https://www.pref.chiba.lg.jp/shoji/jigyoushamuke/shienhou/format.html 

 

県庁ＨＰ ホーム ＞ くらし・福祉・健康 ＞ 福祉・子育て ＞ 障害者（児） 

     ＞ 障害福祉に関する事業者・医療機関・行政向けの情報 

     ＞ 障害福祉サービス事業等に関する各種手続（指定申請・変更等） 

＞ 指定申請等に関する提出様式・提出方法 

（障害福祉サービス事業者等） 

○ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書関係 

 

https://www.pref.chiba.lg.jp/shoji/jigyoushamuke/shienhou/kaigokyufuhi/index.html 

 

県庁ＨＰ ホーム ＞ くらし・福祉・健康 ＞ 福祉・子育て ＞ 障害者（児） 

     ＞ 障害福祉に関する事業者・医療機関・行政向けの情報 

     ＞ 障害福祉に関する各種手続（障害者総合支援法） 

     ＞ 障害者総合支援法に基づく介護給付費算定にかかる 

体制届出書等についてのページ 


